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第第４４章章  保保健健施施策策にに係係るる計計画画 
 

壮年期死亡や高齢期の要介護状態の原因となるがん、心疾患、脳血管疾患、糖尿病などの

生活習慣病は、生活習慣の改善によって発症や進行を予防することができると考えられてい

ます。「個人の問題」とされてきた自殺では、「社会の問題」として広く認識されるようにな

ってきました。 

増え続ける生活習慣病の発症予防や重症化予防を図り、誰もが自殺に追い込まれることの

ないよう、これからの長寿社会を地域とのつながりをもって健やかで心豊かに生活するため

に、町民自らが健康的な生活習慣に対する関心と理解を深め、また、健康寿命の延伸を目指

すための具体的な取り組みとなる計画とします。 

町民自らが心身の状態に関心を深め、健康を意識した、よりよい生活習慣を実現できるよ

う、あらゆる機会に健康情報を周知普及し、引き続き一次予防に力を注いだ健康づくりを行

います。 

また、今後も継続して健（検）診の受診を促し、各種健（検）診により早期発見・早期治

療を進めていきます。 
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１ 栄養・食生活 

□成人食生活改善事業 

◆出前健康講座 

 ◆栄養相談 

◆栄養業務担当者連絡会議 

□生活習慣改善教室開催事業 

◆生活習慣改善教室 

 

 

２ 身体活動・運動 

□成人健康教育相談事業 

◆出前健康講座 

□生活習慣改善教室開催事業 

◆生活習慣改善教室 

□健康づくり実践団体支援事務 

□健康ポイント制度運営事業 

 

 

３ たばこ 

□成人健康教育相談事業 

◆出前健康講座 

◆健康相談 

 

 

４ こころの健康（自殺対策計画） 

□精神保健普及事業 

◆精神保健講演会・出前健康講座 

◆相談窓口の周知 

◆ゲートキーパー研修会 

◆包括的な支援のための連携の推進 

◆うつスクリーニング 

◆健康相談 

 

※関連する主な事務事業⇒別表 

 

 

５ 歯と口腔の健康 

□成人歯科保健対策事業 

◆成人歯科検診 

◆妊婦歯科個別健診 

 ◆歯科健康教育 

６ がん 

□各種がん検診事業 

◆胃・肺・大腸・子宮頸・乳がん 

◆前立腺がん 

□成人健康教育相談事業 

◆出前健康講座 

  ◆健康相談 

□健康ポイント制度運営事業 

 

 

７ 糖尿病・循環器疾患 

□健康診査推進事業 

◆若年健診、脳ドック 

□成人健康教育相談事業 

◆出前健康講座 

◆健康相談 

□生活習慣改善教室開催事業 

◆生活習慣改善教室 

□健康ポイント制度運営事業 

□特定健診事業 

◆特定健診 

□特定保健指導事業 

◆特定保健指導 

□国保生活習慣病予防事業 

◆重症化予防保健栄養指導 

◆特定健診後二次検診 

◆若年健診等生活習慣病予防対策 

 

 

８ 感染症 

□高齢者予防接種事業 

 ◆高齢者肺炎球菌ワクチン接種費用助成 

□インフルエンザ対策事業 

 ◆インフルエンザワクチン接種及び 

費用助成 

□エキノコックス症検診事業 

 ◆エキノコックス症検診 

□健康診査推進事業 

 ◆肝炎ウイルス検診 

□新型コロナウイルス対策ワクチン接種

事業 

１ 第５期計画事業一覧                                         
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２ 栄養・食生活                                         

  

施施策策のの方方針針                                

栄養・食生活は、健康な生活を送るために欠くことのできない要素で、肥満を要因

とする生活習慣病の予防のほか、生活の質の向上及び社会機能の維持・向上の点から

も重要です。 

関係機関と連携を図り、特に男性や働き盛り世代を重点におき、また、子どもや地

域まで視点を広げ、一人ひとりが自身の健康や食生活の関係性を正しく理解し、より

よい食習慣を身につけることができるよう支援します。 

  

  

施施策策のの主主なな内内容容                          

（１）成人食生活改善事業 

食の安全性や栄養などに関する知識と、「食」を選択する力を養うことにより、健

康的な食生活が実践でき、「食」の重要性を再認識し、行動変容へ繋げることができ

ます。 

食生活を見直すために基本的な知識や正しい情報について、出前健康講座や広報

誌、ホームページ、ＳＮＳなどを活用して幅広く周知普及します。 

体重管理は、生活習慣病や健康状態と深く関わり、特に、循環器疾患（脳血管疾

患、心疾患など）や糖尿病との関連があります。そのため、適正体重を維持してい

る人の増加（肥満の減少）を目指します。 

また、食育の日（毎月 19 日）の啓発や統一献立（年２回）の実施により、地産地

消を通じた食の安全や「食」に対する関心を高めるとともに、よりよい食習慣をあ

らゆるライフステージにおいて学び、考えることができるよう関係機関と連携し、

家庭や地域における食育を推進します。 

① 出前健康講座 

地域の各種団体からの要請に応じ、積極的に出前健康講座を実施します。栄養・

食生活分野では野菜摂取量の目安や、間食や飲酒の摂り方など、適切な量と質の

食事の摂り方について伝えます。 

② 栄養相談 

栄養や食習慣に関する疑問や悩みを解消するために、個別の栄養相談を実施し

ます。 

また、健診受診後の栄養相談を行い、正しい食習慣を身につけられるよう支援

します。 

③ 栄養業務担当者連絡会議 

町内施設に勤務する管理栄養士・栄養士が「食」に関する情報交換や食育の推

進について、あらゆる視点での普及啓発活動を行います。 

 

（２）生活習慣改善教室開催事業  

① 生活習慣改善教室   

働き盛り世代である 40 歳から 64 歳のＢＭＩや腹囲、健診結果（血圧・血糖・

脂質）が基準を超える人、20 歳の頃から体重が 10㎏以上増加している人を対象に、

運動の実践と栄養に関する学習の機会として、運動機会が減少する冬期間に生活

習慣病予防のための生活習慣改善教室を開催します。 
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■ 成果指標 

  
目標値 

 

2023 
令和５年度 

 

2024 
令和６年度 

 

2025 
令和７年度 
（１月末現在） 

 

2026 
令和８年度 

 

2027 
令和９年度 

 

2028 
令和10年度 

 

2029 
令和11年度 

目

標 
１ 

35 歳～64 歳 

BMI25 以上の割合

（％） 

 

男性 

45.3 

 

女性 

15.2 

 

男性 

41.7 

 

女性 

17.7 

男性 

41.0 

 

女性 

17.5 

男性 

40.3 

 

女性 

17.3 

男性 

39.6 

 

女性 

17.1 

男性 

38.9 

 

女性 

16.9 

男性 

38.2 

 

女性 

16.7 

２ 

35 歳～64 歳 

腹囲男性 85 ㎝・女

性90㎝以上の割合

（％） 

 

男性 

50.6 

 

女性 

9.7 

 

男性 

48.8 

 

女性 

11.9 

男性 

48.7 

 

女性 

11.8 

男性 

48.6 

 

女性 

11.7 

男性 

48.5 

 

女性 

11.6 

男性 

48.3 

 

女性 

11.5 

男性 

48.2 

 

女性 

11.4 

３ 

20歳～64歳の生活

習慣病に関する出

前健康講座開催数

(回) 

９ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

４ 
20歳～64歳の栄養

相談実施数(人) 

（実）44 

（延）58 

（実）33 

（延）39 

（実）36 

（延）43 

（実）40 

（延）47 

（実）44 

（延）52 

（実）48 

（延）57 

（実）53 

（延）63 

実

績 
１ 

35 歳～64 歳 

BMI25 以上の割合

（％） 

 

男性 

43.7 

 

女性 

20.6 

 

男性 

39.9 

 

女性 

22.4 

男性 

51.0 

 

女性 

18.6 

― ― ― ― 

２ 

35 歳～64 歳 

腹囲男性 85 ㎝・女

性90㎝以上の割合

（％） 

 

男性 

53.2 

 

女性 

12.5 

 

男性 

49.2 

 

女性 

14.1 

男性 

56.9 

 

女性 

10.1 

― ― ― ― 

３ 

20歳～64歳の生活

習慣病に関する出

前健康講座開催数

(回) 

12 ９ ４ ― ― ― ― 

４ 
20歳～64歳の栄養

相談実施数(人) 

（実）13 

（延）14 

（実）35 

（延）46 

（実）15 

（延）19 
― ― ― ― 

  （１、２は若年健診及び国保特定健診受診者のうちの割合） 

（３は精神健康講座を除く） 
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現 状  

一人ひとりが自身の健康や食生活の関係性を正しく理解し、よりよい食習慣を身につ

けることができるよう、出前健康講座や栄養相談を実施しています。 

 出前健康講座は、自身や家族の生活を振り返り、健康問題について把握し、健康に関

する疑問や不安の軽減や解消ができることを目的に実施しており、令和７年度の内容は

栄養、生活習慣病の予防、口腔ケア、更年期障害が各１件となっています。 

栄養相談は、自身やその家族に対して、正しい食習慣や生活習慣病予防について、通

年で実施しています。関連計画である「第３期芽室町データヘルス計画」に基づき、若

年健診を受診した方への指導を強化して実施しており、肥満や高血糖、血圧での相談件

数が多く、慢性腎臓病で長期的な介入を必要とする方は、一定間隔で経過を確認してい

ます。 

評 価  

肥満者への対応として、生活の改善を通じた減量の取り組みを支援するため、生活習

慣改善教室の勧奨を行い、参加により減量や生活・食習慣の改善につながっています。 

出前健康講座は、開催後に利用者に対しアンケート調査を実施しており、満足度や講

座の要望について伺っています。集団での栄養に関する依頼はターゲットが絞り込みに

くい状況のため実績が少ない状況です。 

栄養相談は、若年健診を受診した方への食事に関する不安の解消や正しい情報の提供

を行うことで、適切な食習慣を通して生活習慣病等の改善や重症化予防につながってい

ると考えます。 

課 題 

肥満は、生活習慣病の危険因子であり、糖尿病や脂質異常症、高血圧症等の発症リス

クを高め動脈硬化を進行させます。また、動脈硬化の進行は、日々の生活や食習慣の積

み重ねにより引き起こされ、体重管理を含めた改善が重要です。そのため、子どものこ

ろから適切な生活が送れるよう、また家族単位で健康的な生活習慣となるよう、乳幼児

健診や生活習慣病予防健診を通じて、子育て支援課や教育推進課と継続して連携を図る

必要があります。 

今後も食事に関する不安軽減や生活習慣病の改善に向け、正しい情報の提供と分かり

やすい説明が重要です。さらに、相談内容によっては医療機関等の関係機関と連携を図

りながら実施する必要があります。 
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３ 身体活動・運動                                      
 

施施策策のの方方針針                                

適度な運動習慣は、肥満をはじめ高血圧や糖尿病などの、生活習慣病予防や重症化

予防につながります。他にも、ストレス解消効果や質の良い睡眠の確保、心の健康維

持など、心身の健康維持のためにも重要です。一人ひとりが自分にあった運動習慣を

身につけていくことができるよう支援します。 

  

  

施施策策のの主主なな内内容容                          

（１）成人健康教育相談事業 

運動・身体活動の必要性や適切な運動習慣についての普及、運動講座や団体活動

の情報提供を行い、健康行動に活かすことができるよう、健康づくりのための支援

を行います。 

① 出前健康講座   

地域の各種団体からの要請に応じ、運動に関するテーマで運動実践も含め、出

前健康講座を実施します。 

また、すこやかロード（※）や生涯学習課による運動、スポーツに関する生涯

学習講座、団体活動の情報提供を行います。 

※すこやかロード～北海道と北海道健康づくり財団が認定した身近で気軽に楽しくウ

ォーキングを行うためのコースです。芽室町では、５コースが認定されており、「げ

んきめむろてくてくマップ」にも掲載されています。 

 

 

（２）生活習慣改善教室開催事業 【再掲】 

① 生活習慣改善教室 【再掲】 

働き盛り世代である 40 歳から 64 歳のＢＭＩや腹囲、健診結果（血圧・血糖・

脂質）が基準を超える人、20 歳の頃から体重が 10㎏以上増加している人を対象に、

運動の実践と栄養に関する学習の機会として、運動機会が減少する冬期間に生活

習慣病予防のための生活習慣改善教室を開催します。 

  

（３）健康づくり実践団体支援事務 

健康づくりのための運動組織の活動継続を目的として、「NPO 法人生命の貯蓄体操

普及会芽室支部」、「おなかまわりスッキリ OB 会」、「芽室町民歩く会」の活動支援を

行います。 

 

（４）健康ポイント制度運営事業  

健康づくりに取り組むための動機付けと、自ら健康管理ができることを目的とし 

て事業を実施します。対象者およびポイント付与の基準等についてデジタル化の導 

入も含めて検討します。 

 

※【再掲】…各分野の取り組み事業で、事業内容が同様の趣旨の場合は、【再掲】と記

載します。 
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■ 成果指標 

  
目標値 

 

2023 
令和５年度 

 

2024 
令和６年度 

 

2025 
令和７年度 
（１月末現在） 

 

2026 
令和８年度 

 

2027 
令和９年度 

 

2028 
令和10年度 

 

2029 
令和11年度 

目

標 
１ 

40歳～64歳の週2

回1日30分以上運

動をしている人の

割合（％） 

 

男性 

16.1 

 

女性 

13.8 

 

 

男性 

22.7 

 

女性 

16.5 

男性 

23.5 

 

女性 

17.3 

男性 

24.3 

 

女性 

18.1 

男性 

25.1 

 

女性 

18.9 

男性 

25.9 

 

女性 

19.7 

男性 

26.7 

 

女性 

20.5 

２ 
生活習慣改善教室

参加者数(人) 
40 30 30 30 30 30 30 

３ 

運動ポイント 

（1 日 7,100 歩 

達成者） 

平均交換者数 

（人/日） 

 90 180 200 220 240 260 

実

績 
１ 

40歳～64歳の週2

回1日30分以上運

動をしている人の

割合（％） 

 

男性 

29.0 

 

女性 

20.7 

 

 

男性 

31.3 

 

女性 

26.2 

 

男性 

30.1 

 

女性 

23.7 

― ― ― ― 

２ 
生活習慣改善教室

参加者数(人) 
29 25 26 ― ― ― ― 

３ 

運動ポイント 

（1 日 7,100 歩 

達成者） 

平均交換者数 

（人/日） 

   ― ― ― ― 

            （１は国保特定健診受診者のうちの割合） 

 

現 状 

40～64 歳の週２回１日 30 分以上運動をしている人の割合は、減少傾向です。 

生活習慣病改善教室は、対象者の選定方法を一部変更し、特定保健指導対象の方、腹

囲が基準値以上の方（男性 85cm 以上、女性 90cm 以上）、BMI25 以上の方を対象とし、

生活習慣の改善や減量がより必要な方へ勧奨しました。令和７年度から、参加者専用の

LINE グループを作成し、教室の案内や食事・運動に関する情報を随時配信しながら、

生活習慣改善のきっかけづくりに向けて取り組みました。 

運動ポイントについては、令和８年度に向けて働き盛り世代や、仕事や家事で健康に

関心を向ける時間のとりにくい方等の身体活動促進・健康増進を目的に、歩数等に応じ

てポイントを付与する健康アプリの導入を予定しています。 

評 価 

生活習慣改善教室では運動量の減る冬期間に教室を開催することにより、冬の運動不

足の解消につながっています。参加者の中には、血圧が基準値以上になる方が多く、受
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診勧奨し１名が医療につながりました。 

課 題 

 運動習慣の定着を増やすために、関係課・関係機関と連携を図りながら、運動・身体

活動の必要性や適切な運動習慣についての普及、運動講座の情報提供を行う必要があり

ます。 

生活習慣改善教室は令和７年度で終了とし、令和８年度から特定保健指導、重症化予

防等、生活習慣改善が必要な方への訪問・面談に重点をおいた、保健指導を実施してい

きます。 

 

 

 

４ たばこ                                            
 

施施策策のの方方針針                                

平成 30 年に健康増進法の一部が改正され、望まない受動喫煙が生じないよう、受

動喫煙に対する知識の普及や防止意識の啓発、環境整備などの措置を、総合的かつ効

果的な推進に努めていくことが求められています。  

たばこは、がん、循環器疾患（脳血管疾患、虚血性心疾患など）、ＣＯＰＤ（慢性

閉塞性肺疾患）、糖尿病など様々な疾患の原因になり、受動喫煙によっても健康被害

が生じます。 

禁煙することにより健康改善効果があることは明らかにされていますが、喫煙は依

存性があることから、独力で継続的に禁煙することは容易ではありません。禁煙に取

り組もうとする人がいつでも支援を得られるよう、環境づくりを行い、禁煙への促進

を図ります。 

 

 

施施策策のの主主なな内内容容                          

（１）成人健康教育相談事業 

「喫煙と健康の関連性」及び「禁煙の必要性」について、健康教育・健康相談を

実施します。 

また、世界禁煙デー、禁煙週間などを機会とした喫煙や禁煙に関する情報提供を、

広報誌やホームページ、ＳＮＳなどを活用して幅広く周知します。 

喫煙者に対する健康教育は、子育て支援課・教育推進課と連携し、女性や若い世

代に向けても情報発信を行います。 

① 出前健康講座 

地域の各種団体からの要請に応じ、対象者の喫煙状況に応じて禁煙に関する出

前健康講座を実施します。喫煙による健康への影響や、子どもを含む周囲への受

動喫煙の影響、禁煙による健康改善効果、禁煙外来などの具体的な禁煙方法の普

及を行い、禁煙や、喫煙をしないきっかけづくりを推進します。 

② 健康相談 

健診受診後の結果説明会では、喫煙による健康への影響や、禁煙による健康改

善効果と具体的な禁煙方法を説明し、禁煙に取り組むきっかけづくりを推進しま

す。 
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■ 成果指標 

  目標値  

2023 

令和５年度 

 

2024 

令和６年度 

 

2025 

令和７年度 

（１月末現在） 

 

2026 

令和８年度 

 

2027 

令和９年度 

 

2028 

令和10年度 

 

2029 

令和11年度 

目

標 １ 
35 歳～64 歳の喫

煙率（％） 
17.0 23.5 22.9 22.3 21.7 21.1 20.5 

実

績 １ 
35 歳～64 歳の喫

煙率（％） 
22.3 24.4 24.2 ― ― ― ― 

（１は若年健診及び国保特定健診受診者のうちの割合） 

 

現 状  

 喫煙率は、男性の 35歳～39 歳で特に高くなっています。健診の結果説明会では、喫

煙者に対しパンフレットを活用し禁煙の必要性について説明しています。また、町ホー

ムページおよび町公式 LINE では５月の禁煙週間と、９月の健康増進普及月間に合わせ

て、たばこが健康に与える影響等を周知しています。近年普及している加熱式たばこに

ついても、SNS 等を活用し正しい知識の周知を図っています。出前健康講座のメニュー

として「禁煙について」を挙げていますが、希望される団体はありませんでした。 

評 価 

喫煙者がたばこに関する正しい知識をもち、禁煙に取り組むことができるよう、効果 

的な情報発信や相談対応の継続が必要です。また、新たな喫煙者を減らすことができる

よう、たばこが健康に与える影響等についても継続して周知する必要があります。 

課 題 

 特に若年層に対し、できるだけ早期に禁煙に取り組むことができるよう、個々の

状況に応じた健康相談を実施します。また、近年は、加熱式たばこが普及している

ことから、SNS 等を活用した正しい知識の周知の継続が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

 

５ こころの健康（自殺対策計画）                              

  

施施策策のの方方針針                                

こころの健康は多くの要因が影響し、なかでも身体とこころは相互に関係しています。

そのため、心身ともに健康な生活が過ごせるよう、自分にあったストレス解消法を見つ

けることや、十分な睡眠・休養をとり疲労回復を図ることも、こころの健康を保持する

上で重要な要素です。 

また、自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、人間関係な

どの社会的要因があることが考えられ、社会の努力で避けることのできる死であるとの

認識のもと、失業や多重債務、健康問題、家庭問題などの社会的リスクである「生きる

ことの阻害要因」を減らし、信頼できる人間関係の構築や危機回避能力を身につけるこ

となどの「生きることの促進因子」を増やす取り組みを同時に推進する必要があります。 

本計画は、自殺総合対策大綱の基本理念を踏まえ、「健康づくりを総合的に行う」と

いった視点から、自殺対策計画を盛り込んだものとし、引き続き、次の５点を重点施策

として取組みを推進します。 

１ 一人ひとりの気づきと見守りを促す 

２ 心の健康を支援する環境づくりの整備と心の健康づくりを支援する 

３ 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする 

４ 社会全体の自殺リスクを低下させる 

５ 子ども・若者の自殺対策を更に推進する 

  

  

施施策策のの主主なな内内容容                          

１ 一人ひとりの気づきと見守りを促す 

（１）精神保健講演会・出前健康講座 

一人ひとりが休養や睡眠の重要性、ストレスとのつきあい方やこころの病気の知

識など、こころの健康や自殺予防に関する理解を深めることを含めて、誰もがさま

ざまな悩みや生活上の困難を抱える人に対し、早期の「気づき」に対応できるよう、

専門家の講演会や地域、職域での学習の機会を充実させます。 

 

（２）相談窓口の周知 

役場窓口や弁護士相談会の機会の活用、並びに、ホームページにセルフメンタル

チェックを掲載し、他機関において開設しているこころの健康に関する相談窓口も

含め、周知を行います。また、広報誌やホームページ、ＳＮＳを通じて悩みを抱え

やすい女性や働き盛りの世代等に向けて、こころの健康に関する情報提供を行いま

す。 

 

２ 心の健康を支援する環境づくりの整備と心の健康づくりを支援する 

（１）ゲートキーパー*研修会 

地域全体で自殺予防の理解を深め、悩みや困難を抱える人に対して、早期に気づ

き、適切な対応ができるよう、一般町民をはじめ、自殺者の多い働く人達等に向け

てゲートキーパー研修会の開催を推進します。 

＊ゲートキーパー：自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気 
づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図 
ることが出来る人を指します。 
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３ 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする 

（１）包括的な支援のための連携の推進 

   医療、保健、生活、教育、労働などに関する多職種、他部門の関係機関や団体等

の連携を図り、芽室町自立支援協議会ひきこもり支援部会の開催をはじめ包括的な

支援体制を推進します。 

 

（２）うつスクリーニング 

健診や相談の場で、主に 35 歳から 64歳の働き盛り世代を対象にスクリーニング

を実施し、潜在的なハイリスク者に対して相談支援を行うことで、適正な治療及び

正しい知識や意識の普及啓発を図ります。 

 

４ 社会全体の自殺リスクを低下させる 

（１）健康相談 

悩みを抱えやすい女性や働き盛り世代にとっても相談しやすいよう、来所や訪問

以外に電話やメールでも対応します。 

 

５ 子ども・若者の自殺対策を更に推進する 

（１）相談窓口の周知 

   子ども、若者を重点として、こころの健康に関する知識の普及や相談窓口の周知

を行います。 

 

現 状 

５年間自殺率は、その年によって自殺者数の変動はありますが、増加傾向にあります。

また、精神健康相談実施延人数は減少していますが、電話や来庁、訪問以外にメールでの

相談も見られています。 

精神保健講演会は隔年開催としたため令和７年度は開催していませんが、企業や団体

からの依頼により出前健康講座を実施しています。 

自殺予防週間や自殺対策強化月間のタイミングでは、広報誌・ＳＮＳで相談窓口やセルフ

メンタルチェックの周知を行っているほか、図書館と連携してメンタルヘルスに関する書

籍を展示するなど、こころの健康について理解を深める機会を増やしています。 

ゲートキーパー研修会は、令和６年度まで北海道いのちの電話に講師を依頼して開催し

ていましたが、令和７年度は保健師が講師となり出前講座として実施しています。 

うつスクリーニングテストは、集団健診の場で実施し、必要な方には継続して支援を行っ

ています。若者を対象として、二十歳を祝う会、子育てに関する機関、図書館、ハローワー

ク等でポケットティッシュを配布し、中学一年生には、相談窓口が印字された赤ペンの配布

を行っています。 

評 価 

講演会やゲートキーパー養成講座の開催、企業や町民からの出前健康講座の依頼の継

続によって、悩みを抱える人との関わり方やこころの健康、自殺予防に関する理解を深め

る機会となっています。 

精神健康相談数の減少は、電話だけではなく SNS等で気軽に相談できる相談機関が

増えたことによる影響が考えられますが、役場の相談窓口でも電話以外にメール相談も

可能であることを含め、今後も継続して周知を行っていく必要があります。 
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うつスクリーニングは、健診時の問診と併せて実施することにより、こころの不調の早期

発見や継続支援につながっています。 

課 題 

自殺率は増加傾向にあり、今後も自身や周りの人のこころの変化や病気を早期発見、

対処することができるよう、相談窓口の周知や精神保健に関する知識の普及の機会を継

続していくことは重要です。特に若い世代や女性、働き盛りの年代においては、他課・他

機関との連携を図る等、より多くの方々が知る機会が増えるよう周知の方法を工夫して

いきます。ゲートキーパー養成講座を出前講座として実施していることから、より多くの

町民がゲートキーパーについて知り、身近に心配な方がいた時に気づき・声をかけること

ができるよう、講座内容や周知方法を工夫していきます。 

 

■ 成果指標 

  目標値  

2023 

令和５年度 

 

2024 

令和６年度 

 

2025 

令和７年度 

（１月末現在） 

 

2026 

令和８年度 

 

2027 

令和９年度 

 

2028 

令和10 年度 

 

2029 

令和 11 年度 

目

標 
１ 

５年間自殺率（人

口 10 万対） 

17.3 

H29～R3 年平均 

13.6 

R1～R5 年平均 

13.2 

R2～R6 年平均 

12.8 

R3～R7 年平均 

12.4 

R4～R8 年平均 

12.0 

R5～R9 年平均 

11.6 

R6～R10 年平均 

２ 

講演会・健康講座

など学習機会数

（回） 

８ ８ ８ ８ ８ ８ ８ 

３ 
精神健康相談実

施延人数（人） 
280 160 160 160 160 160 160 

４ 

うつスクリーニ

ン グ 実 施 者 数

（人) 

280 270 270 270 270 270 270 

５ 

40 歳～64 歳の睡眠

で休養がとれてい

る者の割合（％） 

 63.7 65.5 67.3 69.1 70.9 72.7 

実

績 
１ 

５年間自殺率（人

口 10 万対） 

19.5 

H30～R4 年平均 

22.9 

R1～R5 年平均 

23.09 

R2～R6 年平均 
― ― ― ― 

２ 

講演会・健康講座

など学習機会数

（回） 

４ ４ ３ ― ― ― ― 

３ 
精神健康相談実

施延人数（人） 
180 116 54 ― ― ― ― 

４ 

うつスクリーニ

ン グ 実 施 者 数

（人) 

213 231 212 ― ― ― ― 

５ 

40 歳～64 歳の睡眠

で休養がとれてい

る者の割合（％） 

77.6 75.8 75.7 ― ― ― ― 
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≪こころの健康（自殺対策計画） 関連する主な事務事業 ※別表≫ 

１ 一人ひとりの気づきと見守りを促す 

事業名 豊かな心を育む人づくり推進事業 

事務事業名 教育課程支援事業（小学校）（中学校） 

担当課 教育推進課教育推進係 

事業の概要・方針 

児童生徒を対象に、自己肯定感の育成を目的とした講演会等
を実施することにより、将来の夢や目標実現のために粘り強く
努力することができる活力ある児童生徒を育てます。（命の話 
誕生学、やる気を引き出す魔法の質問講座、アンガーマネジメ
ント講座など） 

 

２ 心の健康を支援する環境づくりの整備と心の健康づくりを支援する 

事業名 教職員ストレスチェック事業 

事務事業名 学校健康診断実施事業（小学校）（中学校） 

担当課 教育推進課教育推進係 

事業の概要・方針 

教職員を対象に、ストレスチェックを行うとともに、委託カ

ウンセラーによる電話相談窓口や、高ストレス者への医師面談

の場を設置し、教職員のメンタルヘルス向上に努めます。 

 

事業名 スクールライフアドバイザー配置 

事務事業名 児童生徒支援事業 

担当課 教育推進課教育推進係 

事業の概要・方針 

児童生徒や保護者、教職員等を対象に、学校生活について

の相談を受け付け、カウンセリング、助言・提言、情報収集・

提供を行い、問題の早期解決を図ります。 

 

 

 

 

（１は厚生労働省 自殺の統計：地域における自殺の基礎資料（市町村・自殺日・住居地）） 

（５は国保特定健診受診者のうちの割合） 
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３ 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする 

事業名 自立支援協議会 

事務事業名 地域生活支援事業 

担当課 健康福祉課障がい福祉係 

事業の概要・方針 

障がい者がライフステージに応じて適切な障がい福祉サー

ビスを受けることができるように関係機関、団体等との情報

共有や意見交換を実施します。 

 

事業名 乳幼児健診アンケート 

事務事業名 乳幼児健診・相談事業 

担当課 子育て支援課子育て支援係 

事業の概要・方針 

乳幼児健診・相談で行う問診アンケートでは、子どもの発

達の確認のほか、保護者の心身の状態や養育環境、協力者等

についての確認を行います。産後うつや児童虐待に関するリ

スク要因を把握し、保護者の心身の健康に対する支援により

リスク軽減を図ります。 

 

事業名 産後のメンタルヘルス事業 

事務事業名 妊婦等相談・支援事業 

担当課 子育て支援課子育て支援係 

事業の概要・方針 

 赤ちゃんを出産した全世帯を対象に、新生児訪問（産婦訪

問）を行い、ＥＰＤＳ（エジンバラ産後うつ病質問票）を用

いて産後うつ病のスクリーニングを行います。面接やＥＰＤ

Ｓの結果や親子支援システムにより、ハイリスク要因を把握

し、産後ケア事業、産前・産後ヘルパー事業などの必要な資

源を紹介し、産婦に対する支援を図ります。 

 

４ 社会全体の自殺リスクを低下させる 

事業名 障害者相談支援事業 

事務事業名 障害者相談支援事業 

担当課 健康福祉課障がい福祉係 

事業の概要・方針 
障がい者や家族等からの様々な相談に応じ、障がい福祉サ

ービスの情報やアドバイスなど必要な支援を行います。 
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事業名 権利擁護事業（障がい者虐待の対応、障がい者差別解消事業） 

事務事業名 地域生活支援事業 

担当課 健康福祉課障がい福祉係 

事業の概要・方針 

障がいのある方への虐待に関する通報・相談窓口を設置し

ます。障がいを理由とする差別解消を推進するとともに町民

への啓発活動を実施します。 

 

事業名 妊婦等相談・支援事業 

事務事業名 妊婦等相談・支援事業 

担当課 子育て支援課子育て支援係 

事業の概要・方針 

 

 母子手帳交付時や妊婦後期相談時に、すべての妊婦に対し

アンケート調査及びハイリスク妊婦アセスメントシートを活

用し、産後うつ等に対するリスク要因を把握します。継続支

援が必要なハイリスク妊婦については、要支援者台帳に記録

し、医療機関との連携を行いながら妊娠中の不安軽減、退院

後のスムーズな支援体制を構築します。 

 

事業名 地域包括支援センター運営事業（総合相談支援業務） 

事務事業名 地域包括支援センター運営事業 

担当課 高齢者支援課在宅支援係 

事業の概要・方針 

 

高齢者本人や家族、地域からの相談に対応するため、相談窓

口を開設し、支援の必要な方が戸惑わずに利用できるよう周

知します。 

 

 

 

 

 

 

 



16 

 

事業名 こども家庭センター運営事業 

事務事業名 こども家庭センター運営事業 

担当課 子育て支援課子育て支援係 

事業の概要・方針 

 

 全妊婦に支援プランを作成し、活用できる資源の利用を促

します。ハイリスク妊婦へは、関係者会議において情報共有

を行い、様々な視点での支援の方向性を協議し、産後の初期

段階における支援体制を確保します。 

 また、令和 6 年度には「子育て世代包括支援センター」と

「子ども家庭総合支援拠点」が一体化し、すべての妊産婦、

子育て世帯、子どもへの相談支援機能を有する「こども家庭

センター」の設置を行います。 

 

事業名 生活困窮者自立相談支援等事業 

事務事業名 生活困窮者自立相談支援等事業 

担当課 健康福祉課社会福祉係 

事業の概要・方針 

生活困窮相談内容に応じて、問題解決のために、生活や仕事

についての相談は生活自立支援事業「とかち生活あんしんセン

ター」、「ハローワーク」等の機関へ連携、法的相談・多重債

務に関しては無料弁護士相談窓口の情報提供等、迅速な対応を

行っています。相談者の問題を解決するため多様な手段の確保

と情報提供の充実に努めています。 

 

事業名 ＤＶ被害対策事業 

事務事業名 ＤＶ被害対策事業 

担当課 健康福祉課社会福祉係 

事業の概要・方針 

 

ＤＶ相談については十勝総合振興局の担当課等へ連絡を

し、迅速な対応を行っています。相談者の問題を解決するた

め多様な手段の確保と情報提供の充実に努めています。 
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５ 子ども・若者の自殺対策を更に推進する 

事業名 いじめ防止基本方針 

事務事業名 児童生徒支援事業 

担当課 教育推進課教育推進係 

事業の概要・方針 

教育委員会及び各小・中学校において、いじめ防止基本方

針に基づき、いじめ未然防止、いじめ早期発見・対応等に取

り組みます。 

 

事業名 子どもの権利委員会運営事業 

事務事業名 要保護児童対策事業 

担当課 子育て支援課子育て支援係 

事業の概要・方針 

子どもの権利に関する条例の普及・啓発を行い、子どもが

直接悩み事などを表明できる環境を整えます。 

子どもの権利侵害に対して、適切な権利救済を行う「子ど

もの権利委員会」を運営します。また、虐待などの通告があ

った場合には、要保護児童対策地域協議会により、関係機関

との連携を行い、ヤングケアラーへの相談支援体制を含め、

必要な対応を実施します。 

 

事業名 教育支援センター「ゆうゆう」の設置 

事務事業名 児童生徒支援事業 

担当課 教育推進課教育推進係 

事業の概要・方針 
不登校児童生徒の学習機会や居場所の提供を行い、ひきこ

もりを防ぐとともに、学校復帰の助言・手助けを行います。 

 

事業名 不登校支援システムの推進 

事務事業名 児童生徒支援事業 

担当課 教育推進課教育推進係 

事業の概要・方針 

芽室町不登校支援システムを推進し、登校に困難を抱える

児童生徒への支援に関して組織的に対応することにより、多

様な学びの保障に努めます。 
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事業名 就学援助事業 

事務事業名 要・準要保護児童生徒支援事業（小学校）（中学校） 

担当課 教育推進課教育推進係 

事業の概要・方針 

児童生徒を持つ保護者で、経済的な理由により就学費の支

払いが困難な世帯を対象に、学用品費や給食費、修学旅行費

等の援助を行うことで、安心して子どもを学校に通わせるこ

とができるようにします。 

 

事業名 私立高等学校生徒授業料補助 

事務事業名 大学等就学支援事業 

担当課 教育推進課教育推進係 

事業の概要・方針 

私立高等学校に通う生徒を持つ保護者で、経済的な理由に

より授業料の納入が困難な世帯を対象に、授業料の一部を補

助することで、安心して子どもを学校に通わせることができ

るようにします。 

 

事業名 大学等奨学金貸付事業 

事務事業名 大学等就学支援事業 

担当課 教育推進課教育推進係 

事業の概要・方針 
経済的な理由により奨学金が必要な方を対象に、無利子で奨

学金を貸付し、就学の機会を確保できるようにします。 

 

事業名 風の子めむろ 

事務事業名 子どもの居場所づくり推進事業 

担当課 子育て支援課子育て支援係 

事業の概要・方針 

年間を通じて子どもが集える場所を設け、学習支援、食事の

提供、日常の遊びを提供します。貧困や学校における悩みなど、

子どもが抱える様々な問題を発見し、関係機関と情報共有を行

いながら必要な対応を実施します。 
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６ 歯と口腔の健康                                         

  

施施策策のの方方針針                                

生涯を通じた歯及び口腔の健康増進は、豊かな人生を送るための基礎となります。む

し歯や歯周病により歯を喪失することは、食生活や社会生活にも支障をきたし、全身の

健康にも影響を与えます。口腔機能の維持・向上を進めるため、ライフステージでの課

題に合わせて、積極的に歯科検診や歯科健康教育を実施し、歯と口腔の管理を充実させ

ます。  

  

  

施施策策のの主主なな内内容容                          

（１）成人歯科保健対策事業  

むし歯と歯周病が全身の健康に及ぼす影響や管理の重要性に関する知識の普及と、

予防及び早期発見・早期治療につながることを目指し、健康教育や検診を実施します。 

また、「歯と口の健康週間（６月４日～６月 10日）」などを活用し、生活習慣病対策

とあわせ、歯科検診や８０２０運動など歯及び口腔の健康に関する情報を、広報誌や

ホームページ、ＳＮＳなどを活用して、幅広い年代へ周知します。 

① 成人歯科検診 

20 歳以上を対象に、検診と歯科指導を行い、むし歯と歯周病を早期発見します。

適正なブラッシングなど、日常の自己管理の方法を学ぶ機会を継続します。後期高

齢者には口腔機能評価に則した歯科指導を加え、オーラルフレイル※の予防を目指し

ます。 

 

 

 

 

 

 

② 妊婦歯科個別検診 

妊婦歯科個別検診を実施し、妊娠期をきっかけとした歯科検診の受診や歯科保健

の情報提供により、歯科疾患の早期発見・治療、歯及び口腔の健康の保持・増進を

推進します。 

③ 歯科健康教育 

歯科衛生士による、むし歯と歯周病が全身の健康に及ぼす影響や、正しいブラッ

シングなど日常の自己管理の方法を学ぶ機会を提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※オーラルフレイル：口腔機能の軽微な低下や食の偏りなどを含み、身体の衰えのひとつ 

を指し、食べこぼし、わずかなむせ、噛めない食品が増える、口の 

乾燥などの些細な症状から始まるため、見逃しやすく、気づきにく 

い特徴があります。 
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■ 成果指標 

  目標値  

2023 

令和５年度 

 

2024 

令和６年度 

 

2025 

令和７年度 

（１月末現在） 

 

2026 

令和８年度 

 

2027 

令和９年度 

 

2028 

令和10年度 

 

2029 

令和11年度 

目

標 １ 
歯科検診受診数

(人) 
   60 35 40 45 50 55 60 

２ 
妊婦歯科個別検

診受診率（％） 
 26 29 32 35 39 43 

３ 
歯科健康教育を受

けた数（人） 
95 65 72 79 86 93 100 

実

績 １ 
歯科検診受診数

(人) 
   27 28 25 ― ― ― ― 

２ 
妊婦歯科個別検

診受診率（％） 
24.7 18.0 17.9 ― ― ― ― 

３ 
歯科健康教育を受

けた数（人） 
27 83 32 ― ― ― ― 

 

現 状 

歯科検診受診数・妊婦歯科個別検診受診率はともに減少傾向です。 

成人歯科検診は、20歳以上の町民を対象に、年３回集団歯科検診として実施していま

す。受診者数増加のために、肝炎ウイルス検診の節目年齢への受診勧奨と併せて個別案内

の送付、集団健（検）診・パパママ教室との同日開催、広報誌や新聞折込みチラシによる周

知を行っています。 

妊婦歯科個別歯科検診は、子育て支援課と連携を図り、母子手帳交付時と妊娠後期の

保健指導時の２回勧奨を行っています。令和７年度からフォームを活用した検診の申し込

みを開始し、1月末時点では、受診率 17.9％と令和７年度よりも減少していますが、帯広

市内の歯科医を受診している実態もあります。 

歯科健康教育は、成人歯科検診や出前健康講座の場面で、歯科衛生士による口腔衛生

の正しい知識の普及啓発や、後期高齢者へ口腔機能を測定・評価し、歯科指導を実施して

います。令和７年度は、歯科衛生士による出前健康講座を１団体に実施しています。 

評 価 

歯科検診によってブラッシング等の自己管理方法を学ぶ機会や、むし歯や歯周病等の

早期発見・早期治療につながると考えます。成人歯科検診・妊婦歯科個別検診ともに、受

診者数は伸び悩んでいますが、妊婦に関しては町外の歯科医を受診している実態がわか

りました。町への歯科検診の申し込み者数・受診者数は減少傾向でありますが、歯科に関

心がある方は、自ら受診行動をとることができていると考えます。 

歯科健康教育では、成人歯科検診や健康教育の機会により歯科保健に関する知識の普

及を図ることができています。 
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課 題 

 歯や口腔の状態は、全身の健康状態やADLにも影響することから、歯科検診の受診や

歯科保健の重要性を幅広い年代に周知していく必要があります。 

成人歯科検診・妊婦歯科個別検診では、他課とも連携を図りながら周知方法を検討して

いくとともに、受診者の利便性も考慮し、検診体制の見直しを行っていきます。 

 

 

 

７ がん                                             

  

施施策策のの方方針針                                

がんは、国と同様、芽室町における死因の第１位となっています。その死亡者数は

総死亡者数の約３割を占めており、予防と早期発見に努めることが重要です。 

一次予防として運動や食生活・喫煙などの生活習慣による危険因子について、正し

い知識の普及啓発を積極的に推進します。 

また、二次予防として各種がん検診を実施し、未受診者対策とともに受診しやすい体

制づくりを行うことで受診率の向上を図り、がんの早期発見・早期治療による死亡、罹

患の減少を目指します。 

また、国が示す「第４期がん対策推進基本計画」では、がん対策の基本的な柱の一つ

として「アピアランスケア※も含めたがんとの共生」が示されており、がん治療等に係

る相談窓口を周知するほか、がん患者のアピアランスケアの支援について検討を推進し

ます。 

 

 

 

 

 

施施策策のの主主なな内内容容                          

（１）各種がん検診事業 

がんの早期発見・早期治療を目的に各種がん検診を実施します。国の指針に基づき

行う胃・肺・大腸・子宮頸・乳がん検診を「対策型検診」、それ以外を「任意型検診」

として実施します。 

① がん検診 

対策型検診の胃・肺・大腸がん検診は40歳以上（ただし、若年健診と同時実施の

場合のみ35歳以上）を対象に毎年、子宮頸がん検診は20歳以上、乳がん検診は40歳

以上を対象に２年に１回実施します。任意型検診の前立腺がん検診は50歳以上を対

象に実施します。 

より多くの方に検診を受けてもらえるよう、チラシや広報誌、ホームページ、Ｓ

ＮＳなどを活用して幅広く周知をするとともに、個別受診勧奨や未受診者に対する

再勧奨を行い、受診率の向上を図ります。そして、デジタルを活用した検診の申し

込みや、夜間や土・日曜日の検診実施、託児付きにすることで受診者の利便性を図

ります。 

また、女性特有のがん対策として、特定の年齢の対象者に子宮頸がん・乳がん検

診の料金が無料となるクーポン券と検診手帳を配布し、受診の促進とがんの早期発

※アピアランスケア：医学的・整容的・心理社会的支援を用いて、外見の変化を補完し、 

外見の変化に起因するがん患者の苦痛を軽減するケア 
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見、正しい健康情報の普及啓発を図り、自らの健康を意識し保持増進を目指すこと

を支援します。 

 

（２）成人健康教育相談事業   

がんの一次予防に関する知識の普及を積極的に進めるために、健康教育・健康相談

を実施します。 

また、広報誌やホームページ、ＳＮＳなどを活用し、運動や食生活など、生活習慣

病予防をはじめとする知識の普及を行い、町民自らが取り組むことのできる予防対策

を推進します。 

① 出前健康講座    

地域の各種団体からの要請に応じ、積極的に出前健康講座を行います。 

② 健康相談 

がん検診全般についての相談に対応するほか、がん患者の悩みや不安を軽減するこ

とができるよう、がん治療やアピアランスケアに関する相談窓口を周知します。 

 

（３）健康ポイント制度運営事業 

がん検診受診の定着を促すとともに、積極的に健康づくりに取り組むことを推進す

るため、関係機関と連携のもと、ポイント付与の基準等について検討します。 

 

■ 成果指標 

  目標値  

2023 

令和５年度 

 

2024 

令和６年度 

 

 

2025 

令和７年度 

（１月末現在） 

 

2026 

令和８年度 

 

2027 

令和９年度 

 

2028 

令和 10 年度 

 

2029 

令和 11 年度 

目

標 
１ 

胃がん 

検診 

1,995 

（17.0％） 

1,275 

（10.9％） 

1,333 

（11.4％） 

1,392 

（11.9％） 

1,450 

（12.4％） 

1,509 

（12.9％） 

1,567 

（13.4％） 

２ 
肺がん 

検診 

1,995 

（17.0％） 

1,275 

（10.9％） 

1,333 

（11.4％） 

1,392 

（11.9％） 

1,450 

（12.4％） 

1,509 

（12.9％） 

1,567 

（13.4％） 

３ 
大腸がん

検診 

1,995 

（17.0％） 

1,275 

（10.9％） 

1,333 

（11.4％） 

1,392 

（11.9％） 

1,450 

（12.4％） 

1,509 

（12.9％） 

1,567 

（13.4％） 

４ 
子宮頸がん

検診 

1,420 

（18.0％） 

994 

（12.8％） 

1,033 

（13.3％） 

1,072 

（13.8％） 

1,110 

（14.3％） 

1,149 

（14.8％） 

1,188 

（15.3％） 

５ 
乳がん 

検診 

1,880 

（30.0％） 

1,239 

（19.7％） 

1,270 

（20.2％） 

1,302 

（20.7％） 

1,333 

（21.2％） 

1,365 

（21.7％） 

1,396 

（22.2％） 

実

績 
１ 

胃がん 

検診 

1,032 

（8.9％） 

1,025 

（8.8％） 

822 

（7.1％） 
― ― ― ― 

２ 
肺がん 

検診 

1,180 

（10.1％） 

1,209 

（10.4％） 

973 

（8.4％） 
― ― ― ― 

３ 
大腸がん

検診 

1,185 

（10.2％） 

1,213 

（10.4％） 

1,022 

（8.8％） 
― ― ― ― 

４ 
子宮頸がん

検診 

950 

（12.3％） 

972 

（12.7％） 

855 

（11.1％） 
― ― ― ― 
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※子宮頸がん・乳がん検診は隔年受診のため、受診数は前年度との合算。 

※対象者数は、国の「市町村におけるがん検診の受診率の算定方法について」に準じて、40 歳以上の全住民

（子宮頸がんは 20 歳以上、乳がんは 40 歳以上の女性）としている。 

５ 
乳がん 

検診 

1,229 

（19.6％） 

1,213 

（19.5％） 

1,043 

（16.7％） 
― ― ― ― 

 

 

 

 

 

現 状 

対策型検診の胃・肺・大腸がん検診(40 歳以上)は公立芽室病院、帯広厚生病院(施設・巡

回)、結核予防会に委託し、子宮頸がん(20 歳以上)・乳がん(40 歳以上)は帯広厚生病院、

結核予防会、帯広市内医療機関で実施しています。令和７年度から町内医療機関で個別の

胃がん・大腸がん検診を開始し、12 月末時点で胃 16 件、大腸 38件の受診がありました。

各種がん検診の周知・勧奨として、結果説明会等で勧奨ブースを設置しています。 

子宮頸がん・乳がん検診は、新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業を活用し、

令和７年度からは無料クーポン券を廃止して、子宮頸がんは 20歳、乳がんは 40歳へ無料

案内を個別郵送しています。加えて町独自に、子宮頸がんは 25～40 歳、乳がんは 45～60

歳の５歳刻みへ無料案内を郵送しています。 

令和７年度は、公式 LINE での申込みフォームが定着してきていることを受け、公式 LINE

を通しての案内強化や、公共施設・病院・スーパーへのチラシ設置、出前健康講座による

啓発を実施しています。 

がん患者ウィッグ等購入費助成事業は、令和７年度は、令和８年 1月末現在で９件の申

請があります。 

評 価 

子宮頸がん・乳がん検診では芽室町公式 LINE の申込みフォームが定着していますが、受

診者数の増加のためには、周知の強化だけではなく、検診の受けやすさを知ってもらう必

要があります。 

出前健康講座では、がん検診の受診勧奨やがん予防のための生活習慣について学ぶ機会

となっています。 

がん患者ウィッグ等購入費助成では、初年度から多くの方の申請があり、対象者が情報

を得ることができるよう今後も定期的に周知を行っていく必要があります。 

課 題 

がんを予防していくためには、がん検診を定期的に受診することに留まらず、日頃から

がん予防を意識した生活習慣に取り組むことが重要です。令和８年度は、がん検診の周知

の強化に加え、予約から受診までの導線をわかりやすくし、がん検診の受けやすさについ

ても知ってもらえるよう、案内内容を工夫していきます。また、町民の方にがん検診に関

する知識の普及が広く図れるよう、様々な機会（講演会、健診結果説明会等）や場所（町

内施設、保健福祉センター、子育て関連機関等）で、周知を強化していきます。 

 出前健康講座では、今後もがん予防のための生活習慣について継続的に普及啓発を行っ

ていきます。 
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８ 糖尿病・循環器疾患                                             

  

施施策策のの方方針針                                

循環器疾患は、血管の損傷によって起こる疾患で、危険因子である、高血圧・脂質

異常・喫煙・糖尿病の管理が重要です。 

町民一人ひとりの自己管理の積極的な推進が重要であり、健診受診を勧奨し、検査

結果による客観的データに基づいた支援を展開することで、糖尿病や循環器疾患の有

病者の増加の抑制と重症化予防を図ることを目指します。 

 

 

施施策策のの主主なな内内容容                          

（１）健康診査推進事業 

若年層に対する健診や脳ドックなどの健診を実施し、健診受診により病気の早期

発見を図り、生活習慣を改善する機会とします。 

① 若年健診 

若い頃からの生活習慣病の予防意識の普及と早期発見のため、35 歳から 39 歳を

対象に健康診査を実施します。また、国保医療係で実施する 18 歳から 34 歳の国民

健康保険被保険者を対象とした健診を協動で実施します。 

② 脳ドック 

無症候、あるいは未発症の脳及び脳血管疾患あるいはその危険因子を発見し、そ

れらの脳血管疾患の発症あるいは進行を防止するため、35 歳以上を対象に脳ドック

を実施します。疾病の早期発見・早期治療に結びつけるため、特に壮年期に重点を

おいた受診勧奨を実施します。 

 

（２）成人健康教育相談事業   

栄養バランスや運動、適正体重の維持など若い頃からの生活習慣病の一次予防を

広報誌やホームページ、ＳＮＳなどを活用して幅広く周知します。 

脳血管疾患や虚血性心疾患、糖尿病や高血圧に関する知識の普及や意識の向上の

ために、健康教育を実施します。 

また、健診受診後の結果説明会では、健診結果の内容を踏まえ、自らの生活習慣

を振り返り、健康に関する不安や疑問を軽減し、健康的な生活習慣に取り組むこと

ができるよう支援します。 

① 出前健康講座    

地域の各種団体からの要請に応じ、自己の健康状態が確認できる情報提供や脳血

管疾患や虚血性心疾患、糖尿病や高血圧などの生活習慣病に関する出前健康講座を

実施します。 

② 健康相談 

肥満、高血圧、脂質異常、糖尿病の危険因子を有した生活習慣の改善や、健康に

関する不安や疑問の軽減に向け、健診後の結果説明会や健康相談を実施します。 

 

（３）生活習慣改善教室開催事業 【再掲】 

① 生活習慣改善教室 【再掲】 

働き盛り世代である 40歳から 64歳のＢＭＩや腹囲、健診結果（血圧・血糖・脂

質）が基準を超える人、20 歳の頃から体重が 10 ㎏以上増加している人を対象に、
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運動の実践と栄養に関する学習の機会として、運動機会が減少する冬期間に生活習

慣病予防のための生活習慣改善教室を開催します。 

 

（４）健康ポイント制度運営事業 【再掲】 

   健康づくりに取り組むための動機付けと、自ら健康管理ができることを目的とし

て事業を実施します。対象者およびポイント付与の基準等についてデジタル化の導

入も含めて検討します。 

 

（５）特定健診事業 

   自身の健康状態を知り、生活習慣を振り返る機会である健診は、データヘルス計

画に基づき、国保医療係と協働し、40 歳以上の芽室町国民健康保険被保険者を対象

に特定健診を実施します。 

① 特定健診事業 

生活習慣病の早期発見のため、特定健診の受診勧奨を推進します。特定健診の受

診率向上のため、未受診者対策として特定健診のＰＲを積極的に行い、通院中の方

の検査データを受領するなどの取り組みを実施します。 

また、健診の実施にあたっては、実施機関との連携を図りながら、受診者の利便

性も考慮した体制を作ります。 

 

（６）特定保健指導事業 

データヘルス計画に基づき、国保医療係と協働し、特定健診を受け、積極的支援・

動機付け支援に階層化された人を対象に特定保健指導を実施し、生活習慣の改善に

よる疾病の発症予防を目指します。 

① 特定保健指導事業 

生活習慣の改善に向けて、自身の健康問題を意識し、改善に向けての行動をとる

ことを支援し、特定保健指導の利用を推進します。 

 

（７）国保生活習慣病予防事業 

生活習慣病を予防するために、健康づくりの普及啓発を行い、健診受診による疾病

の早期発見・早期治療を推進し、合併症の発症や重症化の予防対策を進めます。 

① 重症化予防保健栄養指導 

   糖尿病や脂質異常、高血圧は生活習慣病を誘発するとともに、腎機能低下や心房

細動は早期に適切な治療や生活習慣の改善が必要です。そのため、健診結果を基に、

受診勧奨値以上を対象に、病態に応じた指導を実施します。なお、医療機関と治療

方針や通院状況、内服薬などを確認しながら支援します。 

また、治療中断や合併症の発症など多角的に評価しながら指導を実施します。 

② 特定健診後二次検診 

   糖尿病の危険因子は、加齢や家族歴、肥満、身体活動の低下、耐糖能異常など

があり、これらの危険因子を早期に発見することが循環器疾患の予防対策となり

ます。身体の疾病発症のリスクを理解し、生活改善に取り組むことができるよう

支援します。 

また、検診結果について詳細に説明し、医療機関と連携を図りながら実施しま 

す。 
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③ 若年健診等生活習慣病予防対策 

   18 歳から 39歳の健診受診者を対象に、家族全体の視点に立った生活習慣改善に

向けて支援します。 

 

■ 成果指標 

  
目標値 

 

2023 
令和５年度 

 

2024 
令和６年度 

 

2025 
令和７年度 
（１月末現在） 

 

2026 
令和８年度 

 

2027 
令和９年度 

 

2028 
令和 10 年度 

 

2029 
令和 11 年度 

目

標 
１ 若年健診受診者数(人) 100 100 100 100 100 100 100 

２ 

40歳～64歳の高血圧者

（140/90mmHg 以上）の

割合（％） 

男性 13.7 

女性 10.0 

男性 12.7 

女性 9.9 

男性 12.6 

女性 9.8 

男性 12.5 

女性 9.7 

男性 12.4 

女性 9.6 

男性 12.3 

女性 9.5 

男性 12.2 

女性 9.4 

３ 

40歳～64歳の脂質異常

症者（LDL-コレステロ

ール 160ｍｇ/ｄｌ以

上）の割合（％） 

男性 8.4 

女性 13.2 

男性 12.3 

女性 8.3 

男性 12.1 

女性 8.1 

男性 11.9 

女性 7.9 

男性 11.7 

女性 7.7 

男性 11.5 

女性 7.5 

男性 11.3 

女性 7.3 

４ 

40歳～64歳の血糖コン

トロール不良者

（HbA1c8.0％以上）の

割合（％） 

 
男性 1.8 

女性 0.7 

男性 1.7 

女性 0.7 

男性 1.6 

女性 0.7 

男性 1.5 

女性 0.7 

男性 1.4 

女性 0.7 

男性 1.3 

女性 0.6 

５ 
糖尿病性腎症による年

間新規透析導入者数 
３ ２ ２ ２ ２ ２ １ 

６ 
40 歳～64歳のメタボリッ

クシンドロームの該当者

及び予備群の割合（％） 

該当者11.4 

予備群9.6 

該当者14.8 

予備群9.3 

該当者14.6 

予備群9.1 

該当者14.4 

予備群8.9 

該当者14.2 

予備群8.7 

該当者14.0 

予備群8.5 

該当者13.8 

予備群8.3 

７ 特定健診受診率（％） 55.0 41.0 43.0 45.0 46.0 48.0 50.0 

８ 特定保健指導実施率（％） 70.0 64.8 65.3 65.9 66.5 67.1 67.8 

実

績 
１ 若年健診受診者数(人) 65 61 55 ― ― ― ― 

２ 

40歳～64歳の高血圧者

（140/90mmHg 以上）の

割合（％） 

男性 16.1 

女性 11.6 

男性 18.3 

女性 14.4 

男性 17.5 

女性 11.0 
― ― ― ― 

３ 

40歳～64歳の脂質異常

症者（LDL-コレステロ

ール 160ｍｇ/ｄｌ以

上）の割合（％） 

男性 9.4 

女性 8.0 

男性 8.8 

女性 7.9 

男性 6.6 

女性 5.8 
― ― ― ― 

４ 

40歳～64歳の血糖コン

トロール不良者

（HbA1c8.0％以上）の

割合（％） 

男性 2.8 

女性 0.4 

男性 2.9 

女性 0.4 

男性 2.7 

女性 0.6 
― ― ― ― 

５ 
糖尿病性腎症による年

間新規透析導入者数 
０ １ ０ ― ― ― ― 

６ 
40 歳～64歳のメタボリッ

クシンドロームの該当者

及び予備群の割合（％） 

該当者14.1 

予備群13.1 

該当者14.2 

予備群12.5 

該当者20.5 

予備群12.5 

― ― ― ― 
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７ 特定健診受診率（％） 36.9 41.4 27.4 ― ― ― ― 

８ 特定保健指導実施率（％） 56.3 48.3 8.5 ― ― ― ― 

（２～６は国保特定健診受診者のうちの割合） 

（７、８はデータヘルス計画に準じる） 

 

現 状 

「第３期芽室町データヘルス計画」に基づき、39 歳以下の生活習慣病予防保健栄養

指導や重症化予防保健栄養指導を強化して実施し、訪問、電話、郵送等で介入を行って

います。早急な指導が必要な方へは訪問を行い、指導後の生活状況の変化や受診状況を

確認するため、一定間隔で経過を確認しています。 

また、健診の受診勧奨を強化し、戸別訪問のほか、電話での受診勧奨を行い、健診の

受診に繋がっています。 

評 価 

 健診の実施、受診勧奨を行うことで、健康に対する意識づけになり、生活習慣病の早

期発見に繋がっています。また、健診により発見された高血圧、脂質異常、高血糖の有

病者及びメタボリックシンドローム該当者・予備群の方に対する健康相談により、有病

者の減少、外来受診率の増加につながっていくと考えます。 

 また、重症化予防保健栄養指導として、治療中者に対しても、糖尿病連携手帳を用い、

かかりつけ医療機関と連携を図りながら、指導の実施を継続していきます。 

加えて、データヘルス計画に則り、未治療者や治療中断者の把握に努めます。 

課 題 

より多くの方が健診を受診することにより、生活習慣病の予防や早期発見につながる

ことから、今後も未受診者への受診勧奨をさらにすすめるとともに、有病者でありなが

ら未治療や治療を中断している方に対する生活習慣改善への健康相談及び医療機関と

の連携を継続していくことが必要です。また、データヘルス計画等の関連する施策と相

互性を図りながら、動脈硬化性疾患の予防及び重症化を軽減することが重要と考えます。 
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９ 感染症                                             

  

施施策策のの方方針針                                

検診による感染の確認や、予防接種により発症や重症化、合併症の予防につながる感

染症に対し、予防接種法の改正など国の動向に注視しながら予防対策を行います。 

バランスの良い食事や運動習慣、健診受診等の生活習慣病対策は、新型コロナウイル

ス感染症等の重症化予防にもつながり、今後新たな感染症の流行にも有効です。平時か

らの予防接種や手洗いなどの日常生活における予防対策の周知普及と併せて、生活習慣

病対策を推進し、感染症による身体機能・社会機能の低下の予防を目指します。 

  

  

施施策策のの主主なな内内容容                          

（１） 高齢者予防接種事業 

高齢者の肺炎の発症と、重症化や合併症の予防を目指し、肺炎球菌ワクチンの特性

の周知普及と、接種費用の助成を行います。 

① 高齢者肺炎球菌ワクチン接種費用助成 

予防接種法に定める接種日における年齢が満 65歳及び、60歳以上 65 歳未満の心

臓・腎臓・呼吸器の機能障害などを有した人を対象に、肺炎球菌ワクチンの接種費

用の一部を助成します。 

 

（２）インフルエンザ対策事業 

一人ひとりが取り組むべきインフルエンザの感染予防対策の周知普及を行い、蔓延

防止を図るとともに、高齢者のインフルエンザの感染や重症化、合併症の予防のため、

インフルエンザのワクチン接種を実施し、接種費用の助成を行います。 

① インフルエンザワクチン接種及び接種費用助成 

予防接種法に定める 65歳以上及び、60歳以上 65 歳未満の心臓・腎臓・呼吸器の

機能障害などを有した人を対象に、インフルエンザワクチンの接種費用の一部を助

成します。 

 

（３）エキノコックス症検診事業 

エキノコックス症の予防と感染の早期発見を目的に、エキノコックス症検診を実施

します。 

また、感染源や日常生活での注意点など、感染を予防するための情報の周知普及を

図ります。 

① エキノコックス症検診 

小学３年生以上を対象にエキノコックス症検診を実施します。検診は受診者の利便

性を考慮し土日の集団健診にあわせて行い、関係部局との連携のもと、猟友会会員や

小中学生など、感染の機会が多い人には、個別に案内を行い受診を勧めます。（受診

は５年毎） 

 

（４）健康診査推進事業  

健康増進法に基づき、Ｂ型及びＣ型肝炎のウイルス検診を行い、感染の早期発見・

早期治療を目指します。 
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① 肝炎ウイルス検診 

対象は希望者とし、特に過去に受診歴のない 40歳以上の人には積極的に受診を勧

めます。検診は受診者の利便性を考慮し、土日の集団健診にあわせて実施します。 

 

（５）新型コロナウイルス対策ワクチン接種事業 

予防接種法に基づき、必要に応じてワクチン接種の体制を整備します。 

 

■ 成果指標 

  目標値  

2023 

令和５年度 

 

2024 

令和６年度 

 

2025 

令和７年度 

（１月末現在） 

 

2026 

令和８年度 

 

2027 

令和９年度 

 

2028 

令和10年度 

 

2029 

令和11年度 

目

標 １ 

高齢者肺炎球菌ワ

クチン接種費用助

成数(人) 

100 135 135 135 135 135 135 

２ 
インフルエンザワクチ

ン接種者数（人） 
3,154 3,067 3,076 3,085 3,094 3,103 3,111 

３ 
エキノコックス症

検診受診数(人) 
35 58 58 58 58 58 58 

４ 
肝炎ウイルス検診

受診数（人） 
95 105 105 105 105 105 105 

実

績 １ 

高齢者肺炎球菌ワ

クチン接種費用助

成数(人) 

177 76 14 ― ― ― ― 

２ 
インフルエンザワクチ

ン接種者数（人） 
2,555 2,342 2,435 ― ― ― ― 

３ 
エキノコックス症

検診受診数(人) 
60 29 42 ― ― ― ― 

４ 
肝炎ウイルス検診

受診数（人） 
109 78 67 ― ― ― ― 

 

現 状  

各種ワクチン接種については、予防接種法による定期接種として実施し、接種費用の助 

成を行っています。インフルエンザ及び新型コロナウイルス感染症については、流行期の感

染予防についての周知普及も行っています。帯状疱疹ワクチンは、令和７年度より定期

接種となり、年度内に６５歳になる方、および経過措置として年度内に 70 歳から 100

歳（５歳刻み）に達する方へ接種を行い、令和７年度に限り１００歳以上の方も対象としてい

ます。なお、定期接種については、令和７年度から生活保護世帯の方は、自己負担額を免

除としています。 

エキノコックス症検診は年２回（土日に実施）、肝炎ウイルス検診は年５回（うち２回は土

日実施）、いずれも集団健診に併せて実施し、エキノコックス症検診では、猟友会の他、小
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中学校を通じて保護者へ案内文を配布、肝炎ウイルス症検診では、40 歳から 60 歳の５

歳刻み年齢の方に、個別通知による勧奨を行っています。 

評 価  

 高齢者肺炎球菌ワクチン接種および帯状疱疹ワクチン接種については、対象となる方へ

の個別通知を実施し、接種を希望される方が接種できる環境を整えています。 

  また、インフルエンザワクチン接種および新型コロナワクチン接種についても、広報や

新聞折込等により接種の周知を実施し、接種を希望される方が接種できる環境を整えて

います。 

エキノコックス症検診及び肝炎ウイルス検診は、年度により受診数の増減はありますが、

感染症の早期発見の機会となることから、今後も検診の機会を確保し、重点を置いた周知

を継続します。 

課 題 

感染症の予防対策や各種ワクチン接種の助成制度、検診について周知普及活動を継続

します。 

 

 

 

10 推進体制の整備                                  

    

健康増進法は、第２条において各個人が生活習慣への関心と理解を深め、自らの健

康状態を自覚し、生涯にわたって健康増進に努めなければならないことを国民の「責

務」とし、第８条において自治体はその取り組みを支援するものとして、計画化への

努力を義務づけており、また、自殺対策基本法第 13 条では、自治体における自殺対策

計画の策定を義務づけています。生活の質の向上を目指して町民の健康づくりを進め

るため、個人や地域、職場の活動において、一人ひとりが自らの健康について考え、

芽室町が主体となって実施する保健事業を通じ、知識の習得、生活習慣の改善、生活

習慣病の発症及び重症化の予防の取り組みを一体となり進めます。 

  町民一人ひとりや家族、地域、各種団体等との協力を図るとともに、また、子育て、

福祉、保健、介護、教育、農業等の庁内関係課のみならず、関係団体や医療機関と情

報共有を図り、町民の健康づくりのための支援と環境づくりを推進します。

 


